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第１章 はじめに

1-1 策定の経緯 

本市の水道事業は、平成 17年４月の合併に伴い、迫町、登米町、中田町、豊
里町、米山町、南方町、津山町による一部事務組合「登米地方広域水道企業団」
と「東和町水道事業」、「石越町水道事業」が統合し「登米市水道事業」が創設さ
れました。その後、平成 19年４月に「津山町横山簡易水道」を水道事業へ統合
し現在に至っています。 
水道事業の経営環境は、全国的な人口の減少による水道料金収入の減少や、浄
水施設及び老朽管更新への更なる投資の増加など年々厳しさを増しており、不
断の経営の健全化・効率化への取り組みや、中長期的な視野での事業経営などが
求められています。総務省は、平成 31年３月の「「経営戦略」の策定・改定の更
なる推進について」、令和４年１月の「「経営戦略」の改定推進について」により、
すべての地方公営企業に対して「経営戦略」の策定及び見直しを要請していると
ころです。 
登米市水道事業では、これまで公衆衛生の向上及び市民の生活環境の改善の
ため、水道水の安定供給に取り組んできました。また、安全安心な水道水を安定
的に供給し、健全なる水道事業経営の実現を目指すため、「登米市地域水道ビジ
ョン」（以下「本市水道ビジョン」という。）を策定し、その個別事業計画にあた
る「登米市水道事業経営戦略」（以下「本市経営戦略」という。）を平成 30年２
月に策定しました。 
水道は市民の日常生活に欠くことのできない重要なサービスであり、水道ビ
ジョンの目標に掲げる「信頼、安定した基礎確立への挑戦」を踏まえ、将来にわ
たりサービスの提供を安定的に継続できるよう、社会情勢の変化やこれまでの
実績などを分析し、経営戦略の見直しを行うものです。 

1-2 位置づけ 

本市経営戦略は、「登米市地域水道ビジョン」を上位計画とし、その基本理念
である「市民が安心して暮らせる市の責任による水道事業の確立」を実現するた
め、相互に整合を図るとともに中長期的な経営の基本計画として位置付けてい
ます。 
なお、本市経営戦略は、総務省による「「経営戦略」の策定・改定の更なる推
進について」（平成 31年３月 29 日付け総財公第 45号、総財営第 34号、総財準
第 52号、総務省自治財政局公営企業課長、同公営企業経営室長、同準公営企業
室長通知）、「「経営戦略」の改定推進について」（令和４年１月 25日付け総財公
第６号、総財営第１号、総財準第２号、総務省自治財政局公営企業課長、同公営
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企業経営室長、同準公営企業室長通知）において策定を要請されている「経営戦
略」として記載すべき内容を踏まえたものとなっています。 

    図 1-1 登米市における水道事業経営戦略の位置づけ 

1-3 計画期間 

本市経営戦略における今回の改定の計画期間は、中長期の見通しを踏まえた 
10 年間（令和６年度から令和 15年度まで）とします。 
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第２章 事業の概要

2-1 事業の現況 

本市の水道事業は、「１市１水道」により、市民の生活に欠かせない重要な
サービスを提供してます。地方公営企業法を全部適用し、事業を運営していま
す。 

表 1-1 水道事業の認可状況等(令和５年３月末時点) 
項 目 認可内容 

１．給水区域 東和町山沢・余玉地区を除く登米市全
域と涌谷町小里の一部 

２．計画給水人口 76,600 人 

３．計画一日最大給水量 30,800  ／日

４．浄水の方法  

 ①保呂羽浄水場 薬品沈殿・急速ろ過、塩素滅菌 

 ②石越浄水場 薬品沈殿・急速ろ過、塩素滅菌 

 ③大萱沢浄水場 沈殿池・緩速ろ過、塩素滅菌 

 ④米川浄水場 塩素滅菌・紫外線・脱炭酸処理 

 ⑤錦織浄水場 薬品沈殿・膜ろ過、塩素滅菌 

 ⑥米谷浄水場 塩素滅菌・紫外線処理 

 ⑦楼台浄水場 ろ過タンク方式・塩素滅菌 

 ⑧合ノ木浄水場 膜ろ過・塩素滅菌 

 ⑨大綱木浄水場 膜ろ過・塩素滅菌 

５．認可適用年月日 令和２年４月１日 
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図 2-1 登米市水道事業の概要 
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2-2 施設概要 

本市の水道事業における施設の概要は、以下のとおりです。 

(1)取水施設・導水施設  
北上川から水を取り入れる下り松取水塔と、迫川から水を取り入れる大巻
取水場の２つの取水施設があります。下り松取水塔で汲み上げられた水は、
下り松ポンプ場で土砂などを取り除き、保呂羽浄水場へ送られます。大巻取
水場で汲み上げられた水は、石越浄水場へ送られます。川水や湧水、地下水
などを浄水場へ送る導水管の延長は、約６kmです。 

(2)浄水施設 
  水源から取水した原水を９つの浄水場で処理し、安全な水道水を作ってい
ます。浄水の方法は、原水の水質などにより浄水場ごとに異なります。作ら
れた水は、配水池に送られます。配水池への送水管の延長は、約 20kmです。 

  表 2-2 浄水施設一覧 
（令和５年３月 31日現在） 

施設名称 
給水開始 
年月 

経過 
年数 

施設能力 
（日） 

水源 浄水処理方式 

保呂羽浄水場 S52.6 45 年 37,000  北上川 
(表流水) 

薬品沈殿・急速ろ過、
塩素滅菌 

石越浄水場 H16.12 18 年 2,100  迫川 
(表流水) 

薬品沈殿・急速ろ過、
塩素滅菌 

大萱沢浄水場 H10.1 25 年 760  大萱沢 
(湧水) 

沈殿池・緩速ろ過、塩
素滅菌 

米川浄水場 S47.3 51 年 1,420  二股川 
(地下水) 

塩素滅菌・紫外線・脱
炭酸処理 

錦織浄水場 S32.4 65 年 850  大関川 
(伏流水) 

薬品沈殿・膜ろ過、塩
素滅菌 

米谷浄水場 S55.3 43 年 1,200  大関川 
(地下水) 

塩素滅菌・紫外線処
理 

楼台浄水場 H12.4 22 年 110  恩田川 
(地下水) 

ろ過タンク方式・塩
素滅菌 

合ノ木浄水場 H17.4 17 年 8  合ノ木川 
(表流水) 膜ろ過、塩素滅菌 

大綱木浄水場 H17.4 17 年 10  増淵川 
(表流水) 膜ろ過、塩素滅菌 
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(3)配水施設 
  市内には 21 箇所の配水池があり、配水池から市内の各家庭などに水道水
を配水しています。高台などへ配水するためのポンプ施設は 41 箇所あり、
配水管の総延長は約 1,386kmです。 

表 2-3 配水池一覧 
配水池名 能力 

保呂羽配水池(1 号～4号) 1 号 2,400  、2 号 2,400  、
3 号 3,800  、4 号 6,100  

日根牛配水池 700  
北方配水池(1 号～2号) 1 号 2,000  、2 号 2,000  
新田配水池(1 号～2号) 1 号 2,000  、2 号 2,000  

本宮配水池 200  
保手配水池 700  
相の山配水池 500  
大岳配水池 200  
浅部配水池 10  

石越配水池(1 号～3号) 1 号 400  、2 号 150  、
3 号 700  

石貝配水池 110  
前田沢配水池 490  
桑の沢配水池 130  
米谷第１配水池 200  
米谷第２配水池 300  
嵯峨立配水池 150  
錦織配水池 200  
平倉配水池 120  

米川配水池(1 号～2号) 1 号 259  、2 号 200  
東上沢配水池 62  
楼台配水池 122  
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表 2-4 配水管管種別内訳 
（令和５年３月 31日現在）     

管種 管延長(m) 
ダクタイル鋳鉄管 305,029 
鋳鉄管 2,683 
鋼管 6,034 
石綿セメント管 1,216 
硬質塩化ビニル管 281,498 
ゴム輪型硬質塩化ビニル管 437,128 
ポリエチレン管 349,481 
ステンレス管 3,313 

2-3 水道料金

本市では「基本料金制」と「従量料金制」を組み合わせた料金体系としてい
ます。基本料金及び従量料金は、設置されている水道メーター口径や水量区分
に応じて、下記のとおりとなっています。従量料金は、水量が増えると料金も
増える「逓増制」を採用しています。 
水道料金は令和５年９月に改定し、算定にあたっては資産維持費を含んでい
ます。 

表 2-5 水道料金表（１か月あたり・税込） 
メーター口径 
(mm) 

基本料金 
(円) 

従量料金(円) 
水量区分( ) 1  あたり 

13 
20 1,540 

1～ 10 168 
11～ 50 277 
51～  287 

25 
30 
40 

27,830 
37,590 
44,330 

1～ 100 181 
101～ 400 198 
401～  218 

50 
75 

126,500 
202,400 

1～ 500 181 
501～ 2,000 209 
2,001～  229 

100 1,518,000 

0～ 10,000 －
10,001～ 15,000 119 
15,001～ 25,000 129 
25,001～  139 
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2-4 組織 

(1)組織の状況 
   令和２年４月から、下水道事業への地方公営企業適用に合わせ組織統合
を行い「上下水道部」を設置し、事務の効率化、危機管理体制の強化、職員
の技術力向上等に努めています。 

   また、上下水道事業運営審議会は、市長の諮問に応じ、水道事業及び下水
道事業の運営に関する重要事項を調査審議し、答申します。 

図 2-2 組織機構図 

(2)職員の状況 
本市の下水道事業に従事する職員は、令和４年度末において 23 人とな
っています。 

表 2-6 職員数の年度別推移 
年度 

区分 平成 30  令和元 令和２  令和 3 令和４ 

技術職員数 14 人 13 人 11 人 9 人 9 人 
事務職員数 14 人 14 人 15 人 14 人 14 人 
合 計 28 人 27 人 26 人 23 人 23 人 

2-5 広域化・共同化・最適化の実施状況 

各都道府県は国から令和４年度までに「広域化推進プラン」の策定を求めら
れており、宮城県においては令和５年３月に「宮城県水道広域化推進プラン」
を策定したところです。プランの策定にあたっては、県内水道事業体及び県で
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構成する宮城県水道事業広域連携検討会が組織され、本市が所属する東部地域
部会において課題の整理や広域連携に係る情報共有を行ってきました。 
今後は、広域連携検討会に機能別検討部会を設け、多くの広域化の取組が具
現化するよう議論を進め、県において「水道基盤強化計画」の策定を目指すこ
ととしています。 

2-6 民間活力の活用等 

(1)民間活用の状況 
   本市においては、現在、浄水施設等管理運転業務、配水施設等維持管理業

務、料金徴収・給水装置等管理業務、管路情報システム管理業務の４つの業
務について、包括的民間委託により民間業者に委託しています。 
また、令和５年度から着手している保呂羽浄水場再構築事業については、
官民連携手法の一つであるＤＢＭ※方式を採用し、令和５年３月に契約を締
結しています。 
※ＤＢＭ方式：設計(Design)・建設（Build）・保全管理（Maintenance）一括発注方式 

(2)資産活用の状況  
   令和４年度末現在、エネルギー利用や土地・施設等利用は行っていません。
未利用土地や、今後統廃合により使用しなくなる施設について、資産活用の
検討が必要になります。 

2-7 経営指標による現状分析 

本市水道事業令和３年度決算における経営の健全性、効率性などに係る指標
について、経営比較分析表などを活用した類似団体等との比較と現状分析は次
のとおりです。水道事業における類似団体は、給水形態及び現在給水人口規模
により、総務省が市町村を類型化したものです。 

表 2-7 類似団体の区分 

給水形態 類型 現在給水人口規模 

末端給水事業 A4 ５万人以上 10 万人未満 
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①経常収支比率                     （単位：％） 

指 標 の 説 明 

水道料金収入や一般会計繰入金などの収益で、施設の
維持管理費や支払利息などの費用をどの程度賄えてい
るかを表す指標で、100％以上となっていることが必要
です。 

算 出 式  経常収益 
経常費用 × 100 

【】：全国平均 －：類似団体平均 ■：登米市 

現 状 分 析 

100％を超えていますが、全国平均及び類似団体平均よ
り低い水準となっています。水道料金収入は減少傾向
にあり、料金改定などによる収入の確保と、更なる経費
削減に向けた取組が必要です。 

94.00

96.00

98.00

100.00

102.00

104.00

106.00

108.00

110.00

112.00

114.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 106.59 102.67 101.34 101.27 101.42

平均値 112.15 111.44 111.17 110.91 111.49

【111.39】
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②流動比率                       （単位：％） 

指 標 の 説 明 

流動比率は短期的な支払能力を表す指標で、１年以内
に支払わなければならない負債は１年以内に現金化す
る流動資産で賄うべきであるという考えに基づく比率
であり、100％以上であることが必要です。 

算 出 式  流動資産 
流動負債 × 100 

【】：全国平均 －：類似団体平均 ■：登米市 

現 状 分 析 

100％を超えてはいるものの、流動比率は減少傾向にあ
り、類似団体よりも低くなっています。本市で目安とし
ている 250％を下回らないよう、流動資産を確保するた
め経営改善に取り組む必要があります。 

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 340.39 336.30 301.93 290.48 262.59

平均値 355.50 349.83 360.86 350.79 354.57

【261.51】

-11-



③企業債残高対給水収益比率               （単位：％） 

指 標 の 説 明 
給水収益に対する企業債残高の割合で、企業債残高の
規模を表す指標です。明確な基準はありませんが、低い
方がよいとされています。 

算 出 式   企業債現在高合計   
  給水収益 × 100 

【】：全国平均 －：類似団体平均 ■：登米市 

現 状 分 析 

企業債残高は減少していますが、全国平均及び類似団
体平均より割合は高くなっています。建設投資規模や
水道料金水準が適切か確認するとともに、補助金など
の財源の確保による企業債の縮減が必要です。 

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 578.38 587.01 578.93 553.60 533.13

平均値 312.58 314.87 309.28 322.92 303.46
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④料金回収率                      （単位：％） 

指 標 の 説 明 
給水に係る経費をどの程度給水収益で賄えているかを
表した指標で、すべてを給水収益で賄えている 100％以
上であることが必要です。 

算 出 式    供給単価    
給水原価 × 100 

【】：全国平均 －：類似団体平均 ■：登米市

現 状 分 析 

平成 30 年度以降 100％を下回っており、全国平均及び
類似団体平均より低くなっています。水道料金以外の
収入に依存している状況にあり、給水原価の削減を図
るとともに、料金水準等の確認が必要です。 
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⑤給水原価                       （単位：円） 

指 標 の 説 明 
有収水量１ 当たりについて、どれだけの経費がかか
っているかを表わす指標です。明確な基準はありませ
んが、安い方がよいとされています。 

算 出 式 経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費－長期前受金戻入)年間有収水量 

【】：全国平均 －：類似団体平均 ■：登米市

現 状 分 析 

全国平均及び類似団体平均より高い原価となっていま
す。広い給水面積で経費が嵩む傾向にはありますが、水
需要に合った施設のダウンサイジングや維持管理の効
率化に取り組んでいく必要があります。 
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⑥施設利用率                      （単位：％） 

指 標 の 説 明 

一日に対応可能な配水能力に対する一日平均配水量の
割合で、施設の利用状況や適正規模を判断する指標で
す。明確な基準はありませんが、一般的には高い数値で
あることが望まれます。 

算 出 式  一日平均配水量  
   一日配水能力   × 100 

【】：全国平均 －：類似団体平均 ■：登米市 

現 状 分 析 

全国平均及び類似団体平均より高い水準で推移してい
ます。今後、水需要の減少が見込まれることから、水需
要に合った施設のダウンサイジングや統廃合を実施し
ていく必要があります。 
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⑦有収率                        （単位：％） 

指 標 の 説 明 
施設の稼働が収益につながっているかを判断する指標
です。100％に近ければ近いほど、施設の稼働が収益に
反映されているといえます。 

算 出 式   年間総有収水量   
年間総配水量     × 100 

【】：全国平均 －：類似団体平均 ■：登米市 

現 状 分 析 

全国平均及び類似団体平均より低い水準となっていま
す。令和３年度は、地震の影響で漏水による配水量が増
え、有収率が低くなっています。老朽管の更新や漏水調
査による漏水箇所特定に努め、有収率の向上に取り組
んでいく必要があります。 
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2-8 ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）への取組

持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development Goals）とは、2001
年に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）の後継として、2015 年 9 月の
国連サミットで加盟国の全会一致で採択された「持続可能な開発のための
2030 アジェンダ」に記載された、2030 年までに持続可能でよりよい世界を目
指す国際目標で、地球上の「誰一人取り残さない」ことを誓っています。 
  本市総合計画において、水道事業では、「３ すべての人に健康と福祉を」
「６ 安全な水とトイレを世界中に」という目標に向け、事業を推進していま
す。 
  また、水道事業は、施設の長寿命化対策や災害対策が「11 住み続けられる
まちづくりを」と、主な取水源である北上川の水質保全が「14 海の豊かさを
守ろう」と、川の水源である地下水を蓄えている森林を守る「15 陸の豊かも
守ろう」とも関連があることから、これらについてもゴールを見据え整備及び
管理を行っていきます。 
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第３章 将来の事業環境

3-1 総人口の見通し 

平成 17 年 4 月の９町合併による本市誕生の際に約９万 1,000 人であった
人口は、減少を続け、令和４年度には約７万 4,000 人となりました。今後も
人口減少は続き、令和 27 年の本市の人口は平成 17 年から約 43％減の約５
万 2,000 人と予測しています（登米市水道事業統廃合計画における人口推
計）。 
人口減少は、水道の使用水量、すなわち水道料金収入に大きな影響を与え
ることから、水道事業運営及び経営がどのようにあるべきかを検討する上で
重要な問題です。 

図 3-1 総人口の実績と見通し 

3-2 水需要の見通し 

(1)給水区域内人口、給水人口等の見通し 
給水区域内人口は、総人口の減少とともに減少していきます。管路はほぼ
行き届き、普及率は令和４年度末時点で 99.7％となっています。令和 11年
度には普及率 100％となる見込みです。しかしながら、人口減少による影響
が大きく、令和 15 年度における給水区域内人口及び給水人口は 69,290 人
で、令和４年度末より約６％減少する見込みです。 
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図 3-2 給水区域内人口、給水人口等の見通し 

 (2)配水量、有収水量等の見通し 
   配水量、有収水量ともに、給水人口の減少に伴い減少していく見通しです。
有水水量は、令和４年度の7,598,499  に対して、令和15年度には6,828,055
、約 10％減少する見込みです。 

図 3-3 配水量、有収水量等の実績と見通し 
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(3)料金水量の見通し 
  料金水量は、給水人口の減少に伴う有水水量の減少とともに、今後も減少
していく見通しです。令和４年度の 7,545,154  に対して、令和 15 年度に
は 6,764,545  、約 11％減少する見込みです。 

図 3-4 料金水量の実績と見通し 

(4)給水件数(調定件数)の見通し 
   給水件数は、水量よりも緩やかではあるものの、減少傾向で推移する見通
しです。令和４年度の 364,650 件に対して、令和 15 年度には 350,345 件、
約４％減少する見込みです。

図 3-5 給水件数の実績と見通し 
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3-3 水道料金収入の実績と見通し 

  水道料金収入は、令和５年 9 月の料金改定により一旦増収となりますが、
その後は料金水量の減少に伴い減少すると予測されます。令和６年度では 22
億 5,630 万円（税抜）と予測している料金収入に対し、令和 15年度には 20 億
7,700 万円（税抜）、令和６年度に比べ約８％減少となる見込みです。 

図 3-6 料金収入の実績と見通し

3-4 施設の現状と見通し 

  本市の水道施設の特徴として、給水区域が広大であることから、９つの浄水
施設、約 1,412kmの導送配水管路延長、21箇所の配水池、41箇所のポンプ場
と、多くの施設を有していることがあげられます。これらの施設は、昭和 40
年代から 60 年代に建設されたものが多く、更新時期を迎えています。 
  また、東日本大震災の経験から、災害に強い水道の構築が求められているこ
となど、国が掲げる「安全・強靭・持続」を基本としながら、水道施設を適正
に更新していく必要があります。 
本市では、平成 30年２月にアセットマネジメントによる「水道事業施設更
新計画」を、また、令和４年６月にダウンサイジングによる「水道事業施設統
廃合計画」を策定しています。これに基づき、本市の浄水供給の 85％以上を
占める基幹浄水場である保呂羽浄水場について、令和 5 年度から再構築事業
に着手しているところです。その他の浄水施設や送配水施設についても、廃止
や統合を計画しており、将来の需要予測に沿った適正な施設配置を目指してい
ます。 
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3-5 組織の見通し 

  これまでも効率的な組織への見直しや職員数の適正化に努めておりました
が、令和２年４月に上下水道部を設置したことにより、さらに事務の効率化等
を図ったところです。 
  水道事業は重要なライフラインのひとつであり、災害発生時に必要となる
危機管理体制を構築できる職員数を確保しながら、職員の技術力向上に努め
ます。 

-22-



第４章 課題

4-1 人口減少等に伴う水需要の減少 

  全国的に人口減少が進む中、本市においても同様に人口減少が進んでいま
す。また、節水機器の普及や核家族化等により、水需要はさらに減少していき
ます。施設のダウンサイジングや統廃合などを実施し、適正な施設配置による
効率的な施設の維持管理と、適正な料金設定による水道料金収益の確保が必
要です。 

4-2 水道施設老朽化への対応  

  浄水施設や水道管路など、施設の多くは昭和 40 年代から昭和 60 年代に建
設されたものであり、更新時期を迎えています。 
  本市の浄水供給の 85％以上を占める基幹浄水場である保呂羽浄水場は、令
和５年３月に再構築事業の契約を行い、令和 11 年度末に完了する予定です。
他の浄水施設においては、施設統廃合やダウンサイジングを見据え、更新を行
う必要があります。 
また、令和４年度末における法定耐用年数 40年を経過した管路の割合（管
路経年化率）は約 31％となっています。管路経年化率が 30％を超えると管路
事故が増加するといわれています。本市では、独自に設定した水道管路更新基
準に対する管路経年化率を 30％以下に抑えるよう、毎年度計画的に更新を進
めています。しかしながら、基幹管路から優先的に更新していくため、基幹管
路の更新が完了するまでは、毎年度の更新延長は短くなります。 

4-3 有収率の向上及び漏水への対策 

  令和４年度における有収率は約 82％となっています。地震や大雨など災害
の影響はありましたが、類似団体より低くなっており、下降傾向にあります。
老朽管路の更新や漏水箇所の特定及び修繕を行うことなどにより、有収率向
上に向けた対策が必要となっています。漏水量は増加傾向にあり、漏水を早期
に発見し対応することが重要です。 
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4-4 災害への備え 

本市においては、東日本大震災により、市内全域が断水となる大きな被害が
発生しました。市内建設業者等のご協力により、２週間ほどで全域に通水を再
開することができました。浄水施設や管路の耐震化を図るとともに、断水など
が発生した際に、より迅速に水道水を供給できる体制を整えておく必要があり
ます。 
また、水道水の原水である河川が汚染される等の水質事故に対しても、素早
い対応が重要となります。 

4-5 適切な水道料金の設定と維持管理費の削減 

全国的な傾向と同様に、本市においても人口減少が予測されることから、水
道料金収入は減少が予想されています。本市の地理的な特性上、管路延長が長
く、また、浄水施設なども多いため、維持管理費に多額の費用がかかっていま
す。料金回収率は令和４年度決算において約 93％で、維持管理費用を水道料
金で賄えていない状況です。 
このような状況を踏まえ、経常収支比率や流動比率等の目標経営数値を掲げ、
令和５年９月から平均改定率 15％の水道料金改定を行ったところです。今後
は、毎年度決算において料金改定の各経営指標への影響を確認し、４年ごとに
料金の見直しを検討するともに、施設の統廃合やダウンサイジング等により、
維持管理費用の削減に努めることが必要です。 

4-6 技術者・技術力の確保 

職員の業務は、水道施設の維持管理と更新業務が主体となっています。市職
員全体の減少に伴う職員の減少が懸念されるところですが、限られた人員の中
で、水道にかかる技術や知識を継承し、若手職員を育成しながら、水道事業を
安定的に運営していかなければなりません。 

4-7 ゼロカーボンシティへの取組 

本市においては、脱炭素社会に向けて、2050 年までに二酸化炭素排出量の
実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ」を表明しています。 
世界的な取組の中で、水道事業においても対策を行っていく必要があります。
施設のエネルギー効率の向上や使用電力量の削減など、大きな課題としてとら
えています。 
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第５章 経営の基本方針

5-1 経営基本方針 

本市水道事業は、これまで公衆衛生の向上や市民生活環境の改善のため、水
道水の安定供給に取り組んできました。水道事業は、市民の日常生活の欠くこ
とのできない重要なサービスであり、現在及び将来にわたり安定給水を確保
することを使命としています。今後も持続可能なサービスの提供及び経営を
行っていくため、次の３点を経営基本方針とし取り組んでまいります。 
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5-2 数値目標と取組の概要 

公営企業は「独立採算が原則」であり、適正な料金収入の確保と、効率的な
事業運営を行います。 
財源確保及び経費削減のため、令和４年度現在 82％の有収率を令和 15年度

までに 90％にすることを目標とし、水道料金により収益の確保と、効率的な配
水による経費の削減を目指します。令和５年９月の料金改定においては、料金
算定期間の経常収支が 100％以上となるよう改定したところです。今後の維持
管理費の低減に向けた取り組みと合わせ、定期的に水道料金の見直しを検討し、
適切な水道料金水準による経営を目指します。 
また、災害に強い水道であるためには、耐震化などの対策が必要です。すべ

ての施設の耐震化には長い期間がかかりますが、耐震化のひとつの指標として、
基幹管路の耐震化を進め、令和４年度末現在 63％の基幹管路耐震化率を令和
15年度までに 92％に向上し、災害や事故に強い水道を目指します。 
経営基本方針に沿い、上記数値目標を達成するため、以下の取組を行います。 

 5-2-1 水質の管理 

 (1)水安全計画の実施 
    本市では、令和４年３月に登米市水道事業水安全計画を策定していま

す。これまでに蓄積された知識や経験を整理し、危害分析と管理対応措置 
を明確にし、水源から給水栓に至るまでの統合的な水質管理を実施する
ことにより、安全で安心して飲める水の供給を確実にする体制整備を目
指します。 

 (2)保呂羽浄水場における浄水方式の変更 
   本市の基幹浄水場である保呂羽浄水場は、昭和 52年６月に供用が開始
されました。現在、水道法による水質基準項目は 51項目あり、本市にお
いても確実に水質検査を行い、安全安心な水道水を提供しています。 

   しかしながら、原水である北上川において、近年では水質異常やゲリラ
豪雨、渇水などが頻繁に発生しています。原水水質の変動に対応するため
には、浄水場従事者の経験や工夫のみでは限界があることから、     
安全な水道水を確保するため、保呂羽浄水場の施設更新に合わせ、現在の
薬品沈殿・急速ろ過方式から膜ろ過方式に変更します。これにより、高い
浄水能力を保持し水質の管理を行います。 
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5-2-2 水道施設の耐震化、災害対策 

 (1)浄水場等の耐震化 
   本市の浄水施設やポンプ場、配水池などは、保呂羽浄水場を始めとし
て旧耐震基準の施設があります。このうち、保呂羽浄水場については、
令和 11年度完成予定で再構築事業を行っており、施設の耐震化を図り
ます。また、その他の浄水場などについては、施設の統廃合を考慮しな
がら、耐震対策を行っていきます。 

 (2)管路の耐震化と老朽管の更新 
   管路については、令和４年末現在で約 43kmある老朽化した基幹管路の
うち、計画期間内に約 27km耐震化工事を行います。これにより、令和４
年度末現在における基幹管路耐震化率 63％を、令和 15 年度までに 92％
に向上します。 

   また、平成 30年２月に策定した登米市水道事業施設更新計画において、
本市独自の耐用年数を採用し、管種別に独自に設定した耐用年数を超過し
た管路を更新することとしました。漏水などの管理リスクに関して、管路
経年化率の最大値を許容範囲とされる 30％未満にするため、毎年度事業
費を平準化しながら耐震管へ更新していきます。 

基幹管路耐震化率
（％） 

令和４年度 令和 15 年度 高いほど望ましい 63％ 92％ 

 (3)危機管理対策の充実 
   水道事業災害対策マニュアルは、職員数の状況や災害協定締結団体、社
会環境や技術の向上などに応じ、改訂を行っていきます。また、上下水道
部内にとどまらず、栗原市等近隣市町村との合同災害訓練や、総合支所等
での給水拠点設置訓練を継続的に実施し、災害発生時に早急に対応できる
体制を構築します。これらの訓練には、職員はもとより、災害協定締結団
体や包括民間委託の受託者等にも参加していただき、災害を想定したより
実践的な訓練を実施します。 

5-2-3 財源の確保と経費の削減 

 (1)有収率の向上及び漏水の削減 
人口減少が進み使用水量が減少している現在の状況において、有収率は
水道料金収入に大きく影響を与えます。また、漏水率は年々増加しており、
漏水量も増えている状況です。漏水箇所の特定や、毎年度計画的に実施し
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ている老朽管の更新を継続し、漏水を減らします。本市では基幹管路のブ
ロック化に取り組んでおり、管路を複数のブロックに分けて水圧や水量を
把握・コントロールすることで、水量管理によって漏水を減らし、浄水を
効率的に配水します。 

有収率（％） 令和４年度 令和 15 年度 高いほど望ましい 82％ 90％ 

漏水率（％） 令和４年度 令和 15 年度 低いほど望ましい 12％ 6％ 

(2)適正な水道料金のあり方の検討 
    令和５年９月に、料金算定期間の経常収支比率が 100％以上となるよ

う、平均改定率 15％の料金改定を行いました。これは、下水道使用料の
改定も同時に行われたことから、使用者の負担軽減を図るため 15％とし
たものです。今後は、経営状況や社会経済情勢を把握し、水道料金の体系・
金額が適正なものであるか毎年度検証するとともに、料金改定における
経営指標を定め、料金算定期間としている４年ごとに水道料金の見直し
を検討します。 

(3)統廃合計画の実施と適正な施設の管理 

  本市では、令和４年６月に登米市水道施設統廃合計画を策定しています。
計画においては、将来の水需要の予測及び施設統廃合を含めたダウンサイ
ジングについて検討を行い、統廃合を実施することで、人口減少社会にお
ける持続可能な事業運営に資するものです。統廃合は、保呂羽上浄水場再
構築事業完了後の令和 12 年度から令和 16 年度までの５ヶ年での実施
を予定しています。なお、危機管理の観点から保呂羽浄水場再構築事業と
の関係性がなく、廃止可能な施設については前倒しで実施することとし、
適正で経済的な施設管理を行います。 

(4)経営等に係る情報提供と市民等の意見の反映 
  経営成績や財政状況及び施設の現況などを市民・水道使用者に理解いた
だくため、広報紙やホームページなどにより情報提供を継続して行ってい
きます。さらに、上下水道事業モニターなどを通して、市民の水道事業全
般に係る意見を経営に反映し、本市水道事業の現状と課題の理解促進に努
めます。 
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5-2-4 水道事業の広域化の推進 

宮城県では、令和５年３月に「宮城県水道広域化推進プラン」を策定した
ところです。今後は、多くの広域化の取組が具現化するよう広域連携検討会
に機能別検討部会を設け議論を進め、宮城県において令和６年度に「水道基
盤強化計画」を策定することを目指しています。本市水道事業を取り巻く環
境などを考慮し、メリットとなるような広域化を見据え、積極的に議論に参
加します。 

5-2-5 技術力の確保と官民連携の推進 

   水道事業の業務は多岐にわたり、水道職員にはそれぞれに深い専門性が
必要となります。経営力と技術力を確保するため、公益社団法人日本水道協
会などが主催する外部研修や、職員同士の内部研修を積極的に行い、職員の
技術力を確保します。 

   また、限られた職員数で安全な水道水を提供することから、高い技術力や
幅広いネットワークを持つ民間企業の力を活用することが必要です。現在
包括的民間委託を行っている水施設等管理運転業務、配水施設等維持管理
業務、料金徴収・給水装置等管理業務、管路情報システム管理業務の４つの
業務を継続して委託し、連携を図りながら水道事業サービスを提供します。 
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第６章 投資計画・財政計画

6-1 投資計画

  本市の水道事業においては、管路整備はほぼ行き届いており、浄水施設や管
路の更新などが主な投資事業となっています。 
  投資事業は大きく６つに分けられ、取水施設整備事業、浄水施設整備事業、
水道施設再編推進事業、配給水施設整備事業、管路整備事業、給水メーター整
備事業を行っていきます。このうち、水道施設再編推進事業は基幹浄水場であ
る保呂羽浄水場の更新です。 
  また、毎年度事業費を平準化して７億円程度投資し、老朽管の更新及び耐震
化を進めていく予定です。 

図 6-1  建設改良費の事業別内訳 
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図 6-2  建設改良費の財源内訳 

6-2 財政計画（収支計画）

6-2-1 財政計画（収支計画） 

投資・財政計画（収支計画）については、次項のとおりです。 
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6-2-2 財政計画（収支計画）の策定にあたっての説明 

(1)収支計画のうち投資についての説明 
本市の水道普及率は 99.7％で、管路はほぼ市内全域に行き届いており、
施設の更新が主要な投資事業となります。取水施設整備事業、浄水施設
整備事業、水道施設再編推進事業、配給水施設整備事業、管路整備事業、
給水メーター整備事業の６つの事業を実施してきます。 
このうち、水道施設再編推進事業は基幹浄水場である保呂羽浄水場の
更新で、令和 12年度の供用開始を予定しています。 
また、管路整備事業は、毎年度の事業を平準化し、管路の耐震化や老
朽管の更新を計画的に進めていきます。 

  (2)収支計画のうち財源についての説明 
＜収益的収入＞ 
・水道料金は、給水人口の減少などを加味した上で将来の有収水量を推
計し、令和５年度から令和８年度の４年間の算定を行い、令和５年９月
に平均改定率 15％の料金改定を行いました。改定においては、下水道使
用料との同時改定による使用者の負担軽減を考慮し、経常収支が 100％
以上となるよう目標経営数値を定めました。今後においても、４年ごと
に経営状況や社会情勢を鑑み目標経営数値を定め、水道料金の見直しを
検討します。 
・一般会計繰入金は、基準内繰入金のほか、小規模水道施設の維持管理
費に要する経費を基準外繰入金として繰り入れる計画としています。 

＜資本的収入＞ 
・資本的支出に係る財源は、「生活基盤施設耐震化等交付金」を見込んで
いるほか、企業債の借入、負担金・補償金等での財源確保を見込んでい
ます。 
・一般会計繰入金については、企業債償還金や管路整備事業に係る基準
内繰入金を見込んでいます。 
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  (3)収支計画のうち投資以外の経費についての説明 
＜民間の活力の活用に関する事項＞ 
・浄水施設等管理運転業務、配水施設等維持管理業務、料金徴収・給水
装置等管理業務、管路情報システム管理業務の４つの業務について、包
括的民間委託により民間業者に委託しています。また、保呂羽浄水場再
構築事業においてはＤＢＭ方式を採用しています。 

＜職員給与費に関する事項＞ 
・令和３年度の 23人体制を基本とし、職員給与費については昇給率を乗
じて算出しています。 

＜動力費に関する事項＞ 
・令和元年度から令和３年度までの動力費単価を基礎単価とし、需要予
測により算定した有収水量に乗じて算出したものに、物価上昇率を乗じ
て計上しています。 

＜薬品費＞ 
・薬品費は、浄水施設等管理運転業務に含めて契約を行っています。 

＜修繕費に関する事項＞ 
・償却資産の 0.8％を修繕費として見込んでいます。 

＜委託費に関する事項＞ 
・４つの業務における包括的民間委託は、委託を継続するものとして計
上しています。その他の一般的な委託料は、基礎額に物価上昇率を乗じ
計上しています。 

＜その他＞ 
・その他の維持管理費は、令和 4 年度予算額を基準額とし、物価上昇率
を乗じて算出しています。 
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第７章 今後検討予定の取組

 経費の更なる削減や財源の確保について、今後検討予定の取組は下記のとお
りです。 

7-1 投資についての検討 

広域化・共同化・ 
最適化に関する事項 

宮城県において策定した「宮城県水道広域化
推進プラン」により、具体的な取組の検討を行
います。 

7-2 財源についての検討

水道料金の見直しに 
関する事項 

経常収支比率が100％となるよう、令和５年９
月に水道料金の改定を行いました。今後も毎
年度経営指標の確認・検証を行い、４年ごとに
目標経営指標を定め、水道料金の見直しを検
討します。 

資産活用による 
収入増加の取組について 

水道施設統廃合計画により、使用しなくなる
処理施設やその土地について、有効な資産活
用を検討します。 

その他の取組 国の補助事業の活用など、適切な財源の確保
に努めます。 
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7-3 投資以外の経費についての検討

民間活力の活用に 
関する事項 

民間委託に係る国の動向を注視しながら、先
進事業体の状況を見つつ、委託の業務内容や
期間など、慎重に検討を行います。 

動力費に関する事項 
機器更新時における省電力機器の導入や施設
の統廃合などにより、経費の削減を図ってい
きます。 

その他の取組 

・水道料金の徴収業務を包括的民間委託によ
りに委託し、事務の効率化を図っているとこ
ろです。委託業者と連携し、水道料金の適正な
徴収に努めます。 
・カーボンニュートラルへの取組として、新し
い技術の導入等を検討します。また、省電力機
器の導入や統廃合などにより、使用エネルギ
ーの削減に努めます。 
・デジタル技術を活用した新しい水道の取組
を検討します。 
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第８章 進行管理

8-1 進捗管理と事後検証 

  経営戦略は、予測を行った数値に対して、定期的かつ定量的に検証を行い、
今後の計画の見直しに反映させる進捗管理が必要です。「計画策定」「事業実
施」「評価・検証」「改善・見直し」のサイクルにより、各指標の分析や他団体
との比較をするなど、毎年度実績を確認し管理していきます。投資計画及び
財政計画は、現時点における各計画などに基づいて試算しており、今後の社
会情勢の変化などにより計画内容を更新していきます。 

  経営戦略の改定は、基本的には概ね３年から５年後に行うものとします。な
お、計画の目標値と毎年度の事業実績とに乖離が生じている場合には、改善
策の検討を行い、乖離が大きい場合等は必要に応じて見直しを行うものとし
ます。 

-38-



第９章 用語説明

9-1 用語説明 
 主な用語について説明します。 

用語 解説 

アセットマネジメ
ント 

現在ある資産を適正に評価し、将来に渡って安全かつ快
適に維持するとともに、限られた財源等の資源を有効に
活用しながら、適切な公共サービスを提供していくため
のマネジメントシステムのこと。

維持管理費
い じ か ん り ひ 事業の管理運営に必要な経費のこと。職員の給与費や処

理施設の電気代、動力費、委託費、修繕費などのこと。 

一般会計繰入金
いっぱんかいけいくりいれきん

地方公営企業法第 17 条の２「経営負担の原則」に基づ
き、一般会計が負担すべき経費等について、一般会計か
ら水道事業会計に繰り入れるもの。総務省より示される
繰出基準によるもの（基準内繰出）と、それ以外のもの
（基準外繰出）とに分類される。 

営業収益
えいぎょうしゅうえき 主たる営業活動から生じる収益。水道料金、他会計負担

金等が計上される。 

営業外収益
えいぎょうがいしゅうえき

受取利息など、営業活動以外の原因から生じる収益のこ
と。負担金、補償金、長期前受金戻入、雑収益等が計上
される。 

営業費用
えいぎょうひよう

主たる営業活動のために生じる費用のこと。原水及び浄
水費、配水費、給水費、業務費、総係費、減価償却費等
が計上される。 

営業外費用
えいぎょうがいひよう 企業債の支払利息等、営業活動以外の活動によって生じ

る費用。支払利息、雑支出等が計上される。 

管路
か ん ろ 原水を取水し、家庭等に配水するまでの管路の総称。取

水管、導水管、送水管、配水管に分類される。 

管
かん

路
ろ

耐震化率
たいし ん か り つ

管路の延長に対する耐震適合性のある管路延長の割合を
示すものであり、地震災害に対する基幹管路 の安全性、
信頼性を表す指標の一つである。 

管
かん

路
ろ

経年化率
けいね ん か り つ 法定耐用年数を超えている水道管の割合を表す指標のこ

と。
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用語 解説 

基幹管
き か ん か ん

路
ろ

導水管（水源から源水を浄水場へ送る管）や配水本管
（給水管を分岐しない配水管）のように、水道管の基幹
的な施設になり、水道を支える重要な管路のこと。 

企業会計
きぎょうかいけい

企業会計原則に基づき、一般企業と同様に複式簿記及び
発生主義を採用した経理方式。本市では、水道事業、下
水道事業、病院事業、老人保健施設事業が該当する。 

企業債
きぎょうさい 地方公営企業の資産取得等の財源として長期に借り入れ

る地方債のこと。 

企業債償還金
きぎょうさいしょうかんきん

企業債に対する返済金のこと。元金の支払額を企業債償
還金といい、資本的支出に計上する。利子の支払額は企
業債利息といい、収益的支出に計上する。 

基本使用料
きほんし よう りょ う 使用水量に関係なく必要となる経費に対する料金で、メ

ーター口径ごとに設定されている。 

経営指標
けいえいしひょう

経営分析を行うにあたり、具体的に事業の実態がどうな
っているか把握するため、財務諸表等の数値から適切な
経営判断をする項目。 

経営戦略
けいえいせんりゃく 将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長

期的な投資・財政計画。 

建設改良費
けんせつかいりょうひ

 主に水道の施設整備や改築更新に使用される経費。 

広域化
こ う い き か 事業統合や共同経営だけでなく、管理の一体化の多様な

形態等、市町村の連携体制を構築すること。 

資産
し さ ん

維持費
い じ ひ

物価上昇による減価償却の不足や施設の高度化による工
事費の増大等に対応し、実体資産を維持し、適切な水道
サービスを持続していくために、総括原価への算入が認
められているもの。 

資本的収入
しほんてきしゅうにゅう

・支出
ししゅつ 効果が次年度以降に及び将来の収益に対応する支出と、

その財源となる収入のこと。 

資本費
し ほ ん ひ 減価償却費、企業債支払利息(一時借入金利息を除く)、

企業債取扱諸費等の合計額。 

収益的収入
しゅうえきてきしゅうにゅう

・支出
ししゅつ その年度の営業活動に伴い収益とそれに対応する費用。

損益計算は、これに基づいて行われる。 

従量
じゅうりょう

料金
りょうきん

使用水量に応じて必要となる経費に対する水道料金。メ
ーター口径別に水量区分が設けられており、１ あたり
の料金が決められている。 
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用語 解説 

出
しゅっ

資金
し き ん

地方公営企業法第 18条に基づき、一般会計から公営企業
の特別会計に出資されたものをいい、公営企業の自己資
本金となる。 

給水
きゅうすい

区
く

域内
いきない

人口
じんこう 厚生労働大臣または都道府県知事の許可を受け、需要に

応じて給水を行うこととした区域内の居住人口のこと。

給水
きゅうすい

人口
じんこう 給水区域内に居住し、水道により給水を受けている人口

のこと。

水道
すいどう

施設
し せ つ 管路や浄水場など、原水を取水し家庭等に配水するまで

の施設の総称。 
ストックマネジメ
ント 

既存の構造物（ストック）を有効活用し、長寿命化を図
る体系的な手法のこと。 

耐用年数
たいようねんすう

施設等が使用に耐えうる年数。水道管路の耐用年数はお
おむね 40年、機械・電気設備はおおむね 10～30 年とさ
れている。法令で定められた減価償却の耐用年数のこと
を、法定耐用年数という。 

地方公営企業法
ちほうこうえいきぎょうほう

常に企業の経済性を発揮するとともに、その本来の目的
である公共の福祉を増進するように運営するため、地方
公共団体の経営する企業の組織、財務及びこれに従事す
る職員の身分取扱い、その他企業の経営の根本基準、企
業の経営に関する事務を処理する地上自治法の規定によ
る一部事務組合及び広域連合に関する特例を定める地方
公営企業の根本法。 

特別利益
とくべ つ り え き

・損失
そんしつ

事業の通常の経営に伴うものではなく、発生の事実が過
年度に属する収入・支出や、災害損失等のため臨時の支
出など、経常的な損益計算に算入されないもの。 

配水
はいすい

ブロック化
か

配水地域を配水ブロックに分割し、ブロックごとに水量・
水圧の管理をするシステムのこと。 地形、地勢によって
ブロックに分割し、ブロックごとに流量監視などで配水
圧を適正化、均一化を図り、水運用を高度化することが
できる。 

包括的民間委託
ほうかつてきみんかんいたく

民間事業者が一定の要求水準（性能用件）を満足する条
件で、施設の運転・維持管理について受託者の裁量に任
せられる、性能発注の考え方に基づく委託方式。 

末端
まったん

給水
きゅうすい

事業
じぎょう

一般家庭等の蛇口まで水道水を供給する事業のこと。

有収水量
ゆうしゅうすいりょう 料金水量のほか、消火栓の水量など他の会計等から収入

がある水量を合算した水量のこと。 
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用語 解説 
有
ゆう

収率
しゅうりつ

 総配水量に対する有収水量の割合のこと。 

料金
りょうきん

水量
すいりょう

 水道料金の基礎となった水量のこと。 
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